
とちぎの元気な森づくり県民税の今後のあり方について

I. とちぎの森林・林業の現状・課題

II. とちぎの元気な森づくり県民税のあり方に関する意向調査結果（県

民・市町村長・関係団体）

資料２



Ⅰ とちぎの森林・林業の現状と課題



 戦後の木材需要に応えるため、天然の広葉樹林を伐採し、人工の針葉樹林（スギ・ヒノキ林）を拡大してき

たが、木材需要は低迷

 民有人工針葉樹林の多くは、16～45年生の間伐期から45年生以上の本格的な利用期に移行しており、間伐が

必要な森林は減少し、木材利用と森林の若返りが必要

栃木県の人工林・天然林の面積推移 栃木県の民有人工針葉樹林の林齢構成
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間伐期

27,661ha
（全体の約23％）

利用期

82,440ha
（全体の約69％）

資料：栃木県「森林・林業統計（2017）」

１ 森林の現状①（人工針葉樹林の林齢構成）



 所有者の高齢化、山村地域の過疎化等により不在村地主の拡大等が進行しており、所有者・境界不明な森林

が増加することで、今後の森林整備や治山事業等に支障をきたす恐れ

 本県の地籍調査の進捗率は、全国と比べても低く、林地は進捗率18％ (全国平均：45%)

５ 森林所有者の変化・森林所有対策１ 森林の現状②（森林所有の変化）

栃木県の在村・不在村別森林所有者数

区分 栃木県 全国

進捗率 18% 45%

本県及び全国の地籍調査進捗率（林地）

（平成29年度末）（平成29年度末）
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資料：栃木県「森林GISデータ」

在村
不在村
（県内）

不在村
（県外）

法人

H18→H30増減率 1.10 1.27 1.67 1.03



 被害金額・被害面積ともに減少しているが、被害金額が１億円を超えるなど依然として高水準

林業被害面積・被害額の推移（シカ・クマ）

資料：環境森林部調査
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(3) 林業被害の状況

・ 林業被害は被害額１～３億円、被害面積30～80haで推移、近年は減少傾向。

（データ：森林整備課）

クマ被害金額：0.41億円

シカ被害金額：0.82億円

シカ被害面積：
26ha

クマ被害面積:13ha

図４ 林業被害面積・被害額の推移

1.5億円
1.4億円

1.7億円

2.1億円

2.7億円

1.8億円

1.2億円
1.1億円

1.6億円

６ 野生獣被害の状況①１ 森林の現状③（野生獣被害の状況）



 近年、県北東部へのシカの侵入

シカ生息分布の変化

資料：環境森林部調査

H29(2017)年調査

※生息数の調査は、概ね３年おきに実施

７ 野生獣被害の状況②

（第２期検討時データ）

H26(2014)年調査

１ 森林の現状④（野生獣被害の状況）



 木材需要は、住宅様式の変化等に伴い、柱材などの製材用木材が減少

 ＣＬＴ（直交集成板）の開発や木質バイオマス発電施設の増加等から、合板用材、パルプ・チップ用材、燃

料材が増加傾向

全国の用途別木材需要量の推移
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資料：農林水産省「木材需給表」

４ 木材需要構造の変化２ 木材市場の状況（木材需要構造の変化）



 合板材やエネルギー利用の需要の増加等により国産材の生産量・木材自給率ともに上昇傾向

 林業所得は、全産業に比べて低い状況にあることから、施業集約化等による林業経営基盤の確立が重要
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木材自給率及び国産材供給量の推移

305万円

414万円

0万円 100万円 200万円 300万円 400万円

林業

全産業

全世代平均

年間平均所得

資料：農林水産省「木材需給表」 資料：林野庁「一目でわかる林業労働力」
国税庁「民間給与実態統計調査（平成25年度分）」

３ 林業の現状①（林業経営の状況）



 全国的には林業従事者は減少傾向

 本県も減少傾向にあったが、近年は、ほぼ横ばいで推移

全国 栃木県
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資料：総務省「国勢調査」

３ 林業従事者数の推移３ 林業の現状②（林業従事者数の推移）



 森林経営管理制度の本格化に伴い、必要な林業労働者数は増加し、令和５(2023)年度以降、

最大90人程度／年が不足（見込み）
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資料：環境森林部調査

林業労働者･･･林業従事者のうち伐出、造林（植栽、下刈り、保育間伐等）に従事する者

90人程度

３ 林業の現状③（林業労働者の将来推計）



 これまで県民税事業を活用し、県内で約４，７００haの身近な里山林の整備を実施

 過疎化・高齢化の影響により担い手が不足する中、整備した里山林の継続的な維持管理が課題

○ 里山林整備事業の新規整備実績

整備により明るくなった里山林

管理を継続しないと
また、元の状態に・・

事 業 内 容 H20～H30

地域で育み未来につなぐ里山林整備 1,248ha

通学路等の安全・安心のための里山林整備 459ha

野生獣被害を軽減するための里山林整備 2,929ha

生物多様性モデル・提案型里山林整備 28ha

合計 4,664ha

・県内の里山林では、地元団体等が中心となって、環境学習やレク
リエーション活動などが実施され、地域の人々や都市住民、大人か
ら子供たちが参加するかたちで様々な取組が行われている。

整備前
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○ 里山林整備事業のメニュー別実績

里山林の価値が向上

野生獣が人里に近づきにくい環境を創出

○ 事業の主な効果

通学路の安全・安心を確保

自然環境教育フィールドとして活用

→地域の人々や都市住民のふれあいの場を創出

→整備箇所では、整備前に比べ農業被害が軽減

→子どもたちが安心して通学できる環境へと改善

→子どもたちがカブトシムの幼虫探しなどを体験

９ 里山林の保全４ その他①（里山林整備の状況）



 近年、１時間降水量50mm以上の発生件数が右肩上がりで、山地災害リスクが増大

 本県においても、近年、局地的な集中豪雨や台風に伴う大雨により林地崩壊など多数の被害が発生

10 新たな制度の導入４ その他②（山地災害発生のリスク）

出展：気象庁「全国の1時間降水量50mm以上の年間発生回数の経年
変化（1976～2018年）」

•全国の1時間降水量50mm以上の年間発生回数は増加している。
（統計期間1976～2018年で10年あたり27.5回の増加）
・最近10年間の平均年間発生回数（約311回）は、統計期間の最初の10年
間（1976～1985 年）の平均年間発生回数（約226回）と比べて約1.4倍に増
加している。

※ 出展：栃木県「森林・林業統計(2018)」

30年前に比べ1.4倍に増

区分 箇所 被害額

林地崩壊 146 3,836,300

治山施設 57 169,300

林道施設 644 941,300

計 847 4,946,900

○台風第19号（令和元年）による森林被害状況
（単位：箇所、千円）

箇所 面積 被害額

平成25(2013)年 25 2 360,750

平成26(2014)年 7 0 50,200

平成27(2015)年 133 12 3,862,010

平成28(2016)年 11 1 303,200

平成29(2017)年 13 0 72,030

（単位：箇所、ha、千円）

年
林地被害

○栃木県の林地被害の状況

※ 出展：第９回栃木県災害対策本部会議資料（2019年11月20日）



森林環境税

税収の一部を
もって償還

譲与税特別会計において借入れ

（単位：億円）

市町村分

都道府県分

５０％：私有林人工林面積（※林野率による補正）

２０％：林業就業者数

３０％：人口

市町村と同じ基準

■ 森林経営管理制度 ■ 森林環境税・森林環境譲与税

 本年４月から、新たに始まった森林経営管理制度運用のほか、木材利用等の森林整備の促進に関する施策を

進めるための財源として、市町村と都道府県に森林環境譲与税の譲与が開始

 森林資源の少ない都市部（東京圏）においては、木材需要の拡大が見込まれる

・市町村が、森林所有者の意向を確認【①】

・森林所有者自らが経営管理を実行できない場合は、市町村が、

森林の経営管理の委託を受ける【②】

・林業経営に適した森林は、市町村が意欲と能力のある林業経営

者に委託【③－1】

・再委託できない森林及び再委託に至るまでの間の森林において

は、市町村が管理を実施【③－2】

・新たな森林経営管理制度の施行とあわせ、森林環境譲与税が令和

元(2019)年度から譲与

〔※森林環境税の課税は、令和６(2024)年度から〕

・譲与額は、市町村の体制整備の進捗に伴い、徐々に増加するよう

設定

・森林環境譲与税は、森林経営管理制度の運用のほか、木材利用や

普及啓発など森林整備の促進に関する施策への活用が可能０．はじめに（制度の概要）

12

森林所有者 市町村

①意向を調査

②経営管理を委託

（経営管理権）

③－１

林業経営者が経営管理

（経営管理実施権）

自分では、
もう森林の手
入れはできな
いなぁ。

管内の森
林を手入れ
したいなぁ。

手入れされて
いない森林

事務の手引 1

林業経営の効率化及び森林の管理の適正化

の一体的な促進

経営管理権集積計

画

経営管理実施権配分計画

手入れされた
森林

③－２

市町村自ら経営管理
（市町村森林経営管理事業）

※森林所有者
から市町村へ
の申出も可能

10 新たな制度の導入４ その他③（新たな制度の導入）



取組及び現状・課題（Ｒ元年）現状・課題（H28当時）

 平成30(2018）年度から開始した第２期県民税事業は、利用期を迎えた森林の若返りのための「森林資源の循環

利用」や、「持続可能な森林管理」及び「森林所有対策」を重点的に展開

 激甚する災害への対応や、不在村地主の拡大、獣害の生息域拡大等が直面する課題

【別紙】

• 国産材の生産量・木材自給率は回復傾向、

一方、林業所得は低迷

• 林業従事者の不足

Ⅰ 林業経営の現状

• 本県森林の多くは、間伐期（16～45年生）か

ら、本格的な利用期（45年生以上）へ移行

Ⅱ 人工針葉樹林の林齢構成

• 住宅様式の変化等により製材用木材需要が

減少、一方、合板用材、パルプ・チップ用材、

燃料用材が増加傾向

Ⅲ 木材需要構造の変化

• 山村地域の過疎化・所有者の高齢化によ

り、所有者の小規模化・不在村地主の拡大

Ⅳ 森林所有者対策

３森林所有対策

(1) 地籍調査等

１ 森林資源の循環利用

(1) 皆伐後の針葉樹の再造林
(2) 木造・木質化等（→譲与税）

第２期県民税事業

４ 獣害対策

(1) 苗木食害対策（忌避剤、侵入防止柵等）

(2) 剥皮対策（ネット巻き）

５ 県民理解の促進

(1) 普及啓発（➝譲与税）

 【栃木県県産木材利用促進条例（H29.10～）】

 【森林経営管理制度（H31.4～）】

 【森林環境譲与税（H31.4～）】

新たな制度等

現状・課題

本県の森林・林業をめぐる現状と課題（まとめ）

• シカやクマ等による野生獣被害が増加

Ⅴ 野生獣被害の現状

(2) 針広混交林化（➝譲与税）

(3) 里山林の整備・管理（➝一部譲与税）

(1) 皆伐後の広葉樹への樹種転換

２ 持続可能な森林管理

 激甚化する自然災害を踏まえ、防災・減

災に資する森林整備の推進

 里山林の持続的な維持管理（担い手確

保、団体の育成等）

 森林環境譲与税による国産材の需要拡大

 所有者の高齢化や不在村地主の拡大の

進行

 近年、県東地域にシカの生息域が拡大

 県民税・譲与税の両税を活用した森林

整備の一体的評価と理解促進

 森林経営管理制度等の進展による林業

労働力の不足

 森林経営管理制度の円滑な運用のため

の市町支援



Ⅱ とちぎの元気な森づくり県民税のあり方に関する

調査結果（県民・市町村長・関係団体）



とちぎの元気な森づくり県民税のあり方に関する
県民・市町村長・関係団体調査の概要

区 分 対象者・回答数 実施時期 備 考

1 県民意識調査
18歳以上の男女

1,052人
令和元(2019)年

10～11月

2 市町村長意向調査 25市町村長
令和元(2019)年

10～11月

3 団体等意向調査
経済・消費者・林業
23団体（71.8％）

令和元(2019)年
10～11月



１ 森林の公益的機能の重要度

 県民への調査では、県民等が重要と考える森林の機能は「災害防止機能」、「地球環境保全機能」、
「水源涵養機能」が上位【図表１】

 市町村長・関係団体への調査では、「災害防止機能」、「水源涵養機能」、「地球環境保全機能」が
上位【図表２】

資料：栃木県「とちぎの森林・林業に関する県民意識調査」

※ 重要度に応じて「１～３点」を配点し、集計

資料：栃木県「とちぎの元気な森づくり県民税に関する市町村長意向調査」
「とちぎの元気な森づくり県民税に関する団体等意向調査」
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図表１：県民が重要と考える森林の多面的機能（抄）
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図表２：市町村長等が重要と考える森林の多面的機能（抄）
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図表４：とちぎの元気な森づくり県民税のあり方

２ とちぎの元気な森づくり県民税のあり方

 県民意識調査では、とちぎの元気な森づくり県民税と国の森林環境税を活用した森林整備の推進につ
いて、県民の約80％が必要と回答【図表３】

 市町村長への調査では、44％の市町村長が、とちぎの元気な森づくり県民税の税額は現行のままと
し、森林整備のより一層の充実強化が必要と回答【図表４】

 なお、どちらとも言えないと回答した市町村長32％のうち約４割の市町村長から災害防止に資する森
林整備の推進について意見【図表５】

図表３：両税を活用した森林整備の必要性

資料：栃木県「とちぎの森林・林業に関する県民意識調査」 資料：栃木県「とちぎの元気な森づくり県民税に関する市町村長意向調査」

私たちの暮らしや産業

を支えるためには必要
23%

必要だと思うが、税負

担は少ない方がいい
59%

必要ない
4%

わからない
14%

（％）

回答 災害防止のための森林整備推進についての意見

どちらとも
言えない

（n=8）

• 異常気象による災害多発のため地球環境保全に
資する森林整備の推進

• 森林の防災・減災の視点を踏まえた税の活用
（計3市町村）

図表５：「どちらとも言えない」と回答した市町村長からの主な意見



３ 今後のとちぎの元気な森づくり県民税事業の取組の方向性

 県民意識調査では、とちぎの元気な森づくり県民税と国の森林環境税を活用した森林を守るための取組として

重要と考える取組は、「放置された森林の公的整備・管理」「森づくりの担い手の確保・育成」「公益的機能低下

が低下した森林の若返り」が上位【図表６】

22.4%

25.5%

26.3%

26.4%

43.7%

49.8%

65.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

森林の働きや大切さなどの普及啓発

栃木県産木材の利用促進

地域に身近な里山林の保全

境界・所有者不明森林の明確化

高齢化し公益的機能が低下した森林の若返り

森づくりの担い手の確保・育成

所有者自らが管理できず、放置された森林の公的整備・管理

図表６：県民が重点化すべきと考える今後のとちぎの元気な森づくり県民税事業

県民(n=1,052)



４ 森林資源の循環利用・持続可能な森林管理

 市町村長・関係団体への調査では、現在の県の皆伐・再造林促進事業（10年間で5,000haの伐採更新を

支援）について、事業をより一層促進すべきとの回答が多数【図表６】

資料：栃木県「とちぎの元気な森づくり県民税に関する市町村長意向調査」
「とちぎの元気な森づくり県民税に関する団体等意向調査」

図表６：県の皆伐・再造林事業への所感

（回答内訳）

対策を強化

すべき
54%

現状の計画

のままでよ

い
31%

わからない
15%

市町 団体

対策を強化すべき 54.2% 26 12 14

現状の計画のままでよい 31.3% 15 7 8
わからない 14.6% 7 6 1

計割合



５ 森林所有対策

 市町村長・関係団体への調査では、現在の県の森林所有者対策事業（10年間で2,800haの地籍調査）に

ついて、対策を強化すべきとの回答が多数【図表７】

資料：栃木県「とちぎの元気な森づくり県民税に関する市町村長意向調査」
「とちぎの元気な森づくり県民税に関する団体等意向調査」

図表７：県の森林所有対策への所感

（回答内訳）

対策を強化

すべき
61%

現状の計画

のままでよ

い
31%

わからない
8%

市町 団体
対策を強化すべき 60.4% 29 12 17
現状の計画のままでよい 31.3% 15 11 4
わからない 8.3% 4 2 2

割合 計



６ 里山林の保全

 県が実施する里山林の保全の取組について、市町村長・関係団体の多くが「今後も県民税による支援

を継続していくべき」と回答

 里山林の持続的な維持管理に向け、ボランティア等の育成・確保や企業との協働の取組について、よ

り推進していくべきと回答

 里山林の整備については、地域の良好な生活環境の維持や里山の生物多様性の保全などに重要な役割

果たしており、今後も、県民税による支援の推進が必要

（９市町村・４団体）

 高齢化等の影響により地域住民だけでは維持管理が難しい中、ボランティア・森づくり活動団体の育

成や企業との協働等の取組の推進が必要

（６市町村・５団体）

 里山林整備事業の制度拡充（交付期間（５年間）の延長等）

（４市町、２団体）

資料：栃木県「とちぎの元気な森づくり県民税に関する市町村長意向調査」
「とちぎの元気な森づくり県民税に関する団体等意向調査」


